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                           静 大 農 総 第 ９ ６ 号 

                            平成２６年 ９ 月２６日 

 

  関 係 各 位 

 

                    静岡大学大学院農学研究科長 

                           糠 谷   明 

〔公印省略〕 

 

教員の公募について（依頼） 

 

 拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 さて、本研究科では下記要領で教員の公募を行うこととなりましたので、貴職関係者に

ご周知方並びに適任者の推薦について、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

 １．採用職名・人員    助教  １名 

 ２．所 属 専 攻 等    農学研究科共生バイオサイエンス専攻（来年度より、総合科

学技術研究科農学専攻共生バイオサイエンスコースになり

ます。） 

 ３．専 門 分 野             農村社会学、農村経済学、農村計画学 

 ４．主な担当授業科目     （１）学 部 農業環境演習 他 

                   この他、全学教育科目を担う場合もあります。 

                       （２）大学院 中山間地域振興分野や都市・農村交流分野 

における特論と演習 

                   この他、コース専門科目を担う場合があります。 

 ５．応 募 資 格 

  （１）大学院博士課程修了者又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者 

    （２）学生の教育指導とフィールド教育（特に農業環境演習）に熱意をもって取り組 

むことができ、地域住民との連携・調整に積極的にかかわる意志を持つ者 

  （３）農村社会学、農村経済学、農村計画学のうち、農山村の資源を活かした起業分

野ないし都市・農村交流分野に優れた業績を有すると認められる者 

  （４）静岡大学大学院農学研究科教員資格審査基準に適う者  

  ６．採 用 予 定 日          平成２７年４月１日 

 ７．必要提出書類        

 （１）履歴書（市販の様式に準ずる） 

 （２）応募者の教育・研究についての問い合わせのできる方２名の氏名・連絡先（住所、 

電話番号、メールアドレス） 

 （３）研究業績書 

 （４）これまでの研究の概要と抱負（１，５００字程度） 

 （５）教育に関する抱負（１，０００字程度） 

 （６）社会連携に関する抱負（１，０００字程度） 

  （７）最近の主要論文等の別刷（５編以内、コピー可） 

    上記（３）の様式は、農学研究科の教員公募情報のサイトからダウンロードする 

か、もしくは下記問い合わせ先のメールアドレスにご請求ください。 

    農学研究科教員公募情報サイト：http://www.agr.shizuoka.ac.jp/facul/koubo/index.html 

８．応 募 締 切 日           平成２７年１月５日（月）必着  

なお、応募状況によって公募期間の延長もあり得ます。       

 ９．応募書類提出先および問い合わせ先 

   応募書類提出先 

〒422－8529 静岡市駿河区大谷 836  静岡大学農学部総務係 
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※「共生バイオサイエンス専攻教員応募書類在中」と朱書きで表記してください。 

   問い合わせ先 

〒422－8529 静岡市駿河区大谷 836   

静岡大学大学院農学研究科共生バイオサイエンス専攻 竹之内 裕文  

電話：054-238-4826（直通）、E-mail: dhtaken@ipc.shizuoka.ac.jp 

１０．備考 

（１）静岡大学は、教員採用において男女共同参画に配慮しており、女性の積極的な応募

を期待しています。女性研究者支援も推進しています。 

（男女共同参画推進室 ＵＲＬ http://www.shizuoka.ac.jp/sankaku/） 

また、静岡大学では、教育研究両面での国際化の進展を図ることを目的に、外国人

教員（日本国籍以外の国籍を有するもの）の採用を促進しております。本公募では、

講義、諸業務の遂行が可能な日本語能力を有する外国人の積極的な応募を期待してお

ります。 

（２）農業環境演習は、農業環境教育プロジェクトの基幹科目です。同プロジェクトにつ

きましては、静岡大学農学部ホームページをご覧ください。  

（http://www.agr.shizuoka.ac.jp/） 

（３）候補者の方には、選考の最終段階で面接を行います（平成２７年１月下旬予定）。 

その際の旅費・滞在費は自己負担と致します。 

（４）提出していただいた書類は返却いたしません。 

（５）平成２７年４月以降、年俸制を適用する場合があります。 

 


